
平成２５年１１月７日

四国電力株式会社

伊方発電所３号機
新規制基準への適合性確認申請に係る
原子力規制委員会の審査状況について
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１．適合性審査に係る申請内容

○ 当社では、伊方発電所３号機の新規制基準への適合性を確認するため、本年７月８日、原子力

規制委員会に対し、「設置変更許可」「工事計画認可」「保安規定の変更認可」の３つを申請。

それぞれの申請内容は、新規制基準により強化された設計基準対応に係る事項と、新たに要求

された重大事故（シビアアクシデント）対応に係る事項で構成。

・重大事故等発生時の対応体制

・重大事故等対処設備の維持基準 等

・新しい技術基準の品質保証活動への反映

・火災、溢水発生時の対応体制 等

保安規定変更認可

・重大事故等対処設備（新設）の設計方針、詳細仕様

・上記設備の強度・耐震性評価

・重大事故等対処設備の使用条件下における健全性評
価

・緊急時対策所の居住性評価 等

・基準地震等に対する耐震性確認

・基準津波に対する安全性の評価

・火山、竜巻等自然事象に対する安全性評価

・火災防護対策、溢水防護対策に係る詳細設計 等

工事計画認可

・重大事故等対処設備の基本設計

・重大事故等対処設備の有効性評価

・緊急時対策所の設計方針

・重大事故等対処設備の要求事項に対する逐条評価 等

重大事故対応設計基準対応

・耐震設計方針の見直し

・基準地震動、基準津波の策定

・火山、竜巻等自然現象に対する設計方針

・新基準の要求事項に対する逐条評価 等

申請内容

設置変更許可

申請区分

設備や体制等の基本
設計・方針等を審査

原子炉施設の詳細設
計を審査

運転管理、手順、体
制等を規定した保安
規定を審査

３つの申請に係る審査が、同時並行的に進行３つの申請に係る審査が、同時並行的に進行
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２．現在までの審査会合の開催実績等 （１０月３１日現在）

新規制基準適合性審査に関する現地調査（更田委員参加）－１０月２６日

地震動評価第３９回１０月３０日

津波評価・敷地内断層評価第３６回１０月２３日

設計基準事象第３４回１０月１７日

新規制基準適合性審査に関する現地調査－９月１３日

指摘事項に対する回答第３１回１０月１０日

重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認、設計基準事象第１７回９月１０日

重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認、設計基準事象第１５回８月２９日

地震動評価第１４回８月２８日

重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認、設計基準事象第１２回８月２２日

審査会合への資料提出状況（見通し）第３３回１０月１６日

第２８回

第２７回

第１１回

第 ９回

第 ６回

第 ５回

第 ４回

第 ３回

第 ２回

第 １回

津波評価８月２１日

火山影響評価１０月 ２日

地震動評価のための地下構造評価７月３１日

重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認８月 １日

重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認８月１５日

重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認７月３０日

重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認、設計基準事象１０月 ３日

重大事故等対策の有効性評価に係る成立性確認７月２５日

審査における主な論点の整理７月２３日

申請内容についての概要説明平成２５年 ７月１６日

主な審査内容審査会合開催日

＊欠番は他社プラントを審査



3

３．審査会合での審査状況 （１０月３１日現在）

審査会合への
資料の提出状況

11月下旬提出予定耐震設計方針

11月中旬提出予定基準地震動

11月上旬提出予定震源を特定せず策定する地震動

11月中旬提出予定組織・体制

保安規定

〃重大事故対策機器・設備の評価

〃火山（対策）

11月上旬提出予定竜巻（影響評価・対策）

●外部火災

11月中旬提出予定内部火災

11月下旬提出予定耐震評価・強度評価
工事計画

●緊急時対策所・制御室（再掲）

〃教育・訓練

火山影響評価

対津波設計方針

基準津波

震源を特定して策定する地震動

敷地及び敷地周辺の地下構造

重大事故対策の手順書（再掲）

LCO（運転上の制限）／AOT（待機除外許容時間）

内部溢水

手順書

緊急時対策所・制御室

解析コード

有効性評価（使用済燃料プール、原子炉停止中）

有効性評価（格納容器破損防止）

有効性評価（炉心損傷防止）

確率論的リスク評価

11月上旬提出予定

●

●

●

地震動

●敷地内の破砕帯

11月中旬提出予定
●

●火山

11月中旬提出予定地盤・斜面の安定性

11月上旬提出予定
●

●

設計基準事故対策

〃

●
津波

重大事故対策

主要な

地震・津波
・火山関係

主な審査項目

〃

●

11月中旬提出予定

主要な

プラント関係

分類
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４．審査における主な指摘事項と当社の対応（１）

・敷地前面海域断層群について、最大の
長さである４８０ｋｍを基本ケースに採用
した場合の検討を実施し、基準地震動に
収まることを確認

・現在、審査会合のコメントを受けて、追加
評価を実施中

対応状況

・敷地前面海域の断層群については、地質調査等
の結果、発電所への影響が最も大きいと想定され
る長さ５４ｋｍを基本モデルとして設定

・地震調査研究推進本部が想定したより長い連動
ケースについては、不確かさとして考慮して地震動
評価を実施し、基準地震動に収まることを確認

申請時のスタンス

・基準地震動として想定している敷地
前面海域の断層群について、地震
調査研究推進本部が想定したより
長い連動ケースなどを基本ケースと
して検討すること

主な指摘事項

設計

基準
（地盤・
地震
関係）

項目

追加評価として、断層長さ480km（中央構造線断層帯と別府－
万年山断層帯の連動）を基本ケースとした場合にも、基準地震
動に収まることを確認。
現在、審査会合のコメントを受けて、追加評価を実施中。

54km 430km

480km

238ガル
海洋プレート内地震
（安芸・伊予の地震）

133ガルプレート間地震（南海トラフ）

570ガル

413ガル敷地前面海域断層群による地震

基準地震動
Ｓｓ

発電所敷地で
の最大加速度

地 震

基準地震動評価結果

指摘事項

敷地前面海域断層群について、最大長さである480kmを基本ケース

として、不確かさ（応力降下量、断層傾斜角、破壊伝播速度）を考慮

570ガル427ガル敷地前面海域断層群による地震

基準地震動
Ｓｓ

発電所敷地で
の最大加速度

地 震
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４．審査における主な指摘事項と当社の対応（２）

・敷地前面海域断層群について、最大の長さで
ある４８０ｋｍを踏まえた上で、津波に影響を
及ぼす海域部の全長約１３０ｋｍについて、重
畳を含めた追加解析を実施

・現在、審査会合のコメントを受けて、追加評価
を実施中

対応状況

・敷地前面海域の断層群については、地質調査等の
結果、発電所への影響が最も大きいと想定される
長さ５４ｋｍを基本モデルとして設定

・地震調査研究推進本部が想定したより長い連動ケ
ースについては、不確かさとして考慮して津波評価
を実施し、基準津波に収まることを確認

申請時のスタンス

・基準津波の波源として想
定している敷地前面海
域の断層群について、連
動を考慮した波源を基本
ケースとすること

主な指摘事項

設計基準

（津波関係）

項目

図－２ 地すべり津波の検討を行う地すべり箇所の位置図

１

２
３

４

伊方発電所

５
伊方発電所

図－１ 敷地周辺で考慮する津波波源の位置
海抜4.35m海抜3.51m３と５の重畳

－海抜4.09m地すべり津波５

－

海抜4.08m

－

－

追加評価時
（中間報告）

提出時

海抜2.21m火山の山体崩壊に伴う津波４

海抜3.49m敷地前面海域の断層群の地震による
津波

３

海抜2.07m1596年慶長豊後地震による津波２

海抜2.39m内閣府検討会の南海トラフの巨大津波１

満潮時水位(３号炉敷地前面) 
検討ケース

津波評価結果

指摘事項

追加評価の結果、敷地前面海域の断層群の地震による津波
高さは、地すべり津波を下回ることを確認。
重畳についても敷地高さを充分下回ることを確認。
現在、審査会合のコメントを受けて、追加評価を実施中。

※敷地高さ：海抜約10ｍ
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４．審査における主な指摘事項と当社の対応（３）

・緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に
おいて、マスクの着用無しで100mSv/7日とい
う判断基準を満足するよう、緊急時対策所の
フィルタユニットを直列に接続し、多段化する
ことにより、緊急時対策所内に侵入する放射
性物質の低減を図る。

（対策工事は１１月末完了の予定）
・対策により、マスク無しで約37mSv/7日という
評価結果。

対応状況

・伊方発電所における風向から考えると、マスク着用
の必要性は低いが、審査ガイドに基づき、緊急時対
策所の方向に風が吹く最も厳しい状況を想定する。
その想定により、プルーム※通過時等にマスク着用
の防護措置を講じるものとし、内部被ばくの低減効
果を考慮したうえで、100mSv/7日という判断基準を
満足（約14mSv/7日）することを確認している。

※気体状の放射性物質が大気中を雲のような塊とな
って流れる現象。

申請時のスタンス

・全面マスクを着用して事
故対応を行うことは、動
きが著しく制限されるた
め、マスクを着用せずに
活動できるように、改善
すること。

主な指摘事項

設計基準

（プラント

関係）

項目

緊急時対策所換気空調系統概略図

外気

外気

緊急時
対策所

外気

外気

フィルタ
ユニット

フィルタ
ユニット

排気ファン

排気ファン

給気ファン

給気ファン 非常用
再循環ファン

非常用
再循環ファン

追加設置

申請時

指摘への対応
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【参考】伊方発電所の安全対策の全体像（３号機）

格納容器再循環ユニット
海水放出配管

自動起動信号

ポンプ、
計測器等へ

放射性物質の拡散抑制対策

格納容器破損防止対策

計測器等へ

計測器等へ

原子炉格納容器

格納容器
ｽﾌﾟﾚｲ冷却器

格納容器
ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟ

余熱除去
ﾎﾟﾝﾌﾟ

燃料取替用水タンク

格納容器スプレイ

蒸気発生器

原子炉
容 器

１次冷却材
ポンプ

主給水ポンプ

主給水制御弁

制御棒駆動装置

ﾀｰﾋﾞﾝ動補助
給水ﾎﾟﾝﾌﾟ

主蒸気隔離弁

加圧器
主蒸気逃がし弁

補助給水タンク

大気へ

タービン・復水器へ

タービン・復水器より

電動補助
給水ﾎﾟﾝﾌﾟ

※１ ※２

海水ポンプ

海水ピット

原子炉補機
冷却水ポンプ

放水口

蒸気発生器
代替注水ポンプ

海水取水用
水中ポンプ

余熱除去
冷却器

※１ ※２

海水ポンプ
エリア防水壁

遮断器 蓄電池

蓄電池

蓄電池

ポンプ、
計測器等へ

既設ディーゼル発電機
　　　　　　　　　　　（水冷式）

非常用外部電源受電設備

電源車
(常設、可搬型)

中継盤

配電線

遮断器

開閉設備 変圧器
アニュラス排気ファン

（手順書）

排気筒へ

非常用給電設備

(平成26年度完了予定)

水密扉

可搬型消防
ポンプ

ホイール
ローダ

高線量
対応防護服

緊急時対策所

恒設非常用発電機
（空冷式）

開閉設備 変圧器

海水
大型ポンプ車

フィルタ付ベント設備

放水砲

格納容器
再循環ユニット

充てんﾎﾟﾝﾌﾟ

M

格納容器スプレイ
ポンプ（自冷）
（配管含む）

(平成27年度完了予定)

(平成27年度完了予定) (平成27年度完了予定)
(平成27年度完了予定)

(平成27年度完了予定)

充てんポンプ
(自冷)（配管含む）

M

原子炉自動停止
失敗時の

影響緩和装置

炉心損傷防止対策

原子炉補機
冷却水冷却器

※３

※３

格納容器破損時の
放射性物質放出抑制

補助給水ポンプ
自動起動ｲﾝﾀｰﾛｯｸ

等追加

中型ポンプ車

トリップ信号

自動閉信号

常用系蓄電池
活用

非常用直流
電源増強

代替格納容器
スプレイポンプ

代替再循環配管

可搬型
蓄電池

高圧注入
ﾎﾟﾝﾌﾟ

イグナイタ
(電気式水素
燃焼装置) アニュラス水素濃度計加圧器

逃がしタンク
加圧器
逃がし弁

可搬型
蓄電池

窒素ボンベ

原子炉補機冷却水
サージタンク

窒素供給

窒素ボンベ
（原子炉補機冷却水
サージタンク用）

M

高圧注入ポンプ
冷却用海水
放出配管

格納容器監視計器
・広域圧力計
・水素濃度測定装置
・代替格納容器スプレイ
積算流量計

加圧ポンプ車

使用済燃料ピット

使用済燃料

海水
大型ポンプ車 放水砲

使用済燃料ピット内燃料破損時の
放射性物質放出抑制

使用済燃料ピット監視計器
（広域水位計）

（温度計）
（カメラ・モニタ）

海水
中型ポンプ車

中型ポンプ車

海水

中型ポンプ車

海水

加圧器逃がし弁用

原子炉補機
冷却水系統

海水注入配管

補助給水タンク
補給配管

泡混合器

泡混合器

海水ピット堰

海面監視
カメラ

通信設備
(常用・非常用)

溢水対策設備
（堰等）

モニタリング設備
(可搬型測定器、

緊急時対策所モニタ等)

フィルタ

静的触媒式
水素再結合

装置

重油タンク増設

号機間電源融通ライン

使用済燃料ピット
給水設備（ホース、配管）

電源の確保対策

重大事故防止等に万全を期す対策

使用済燃料ピットスプレイ
設備（小型放水砲、配管）

消防自動車
海水ポンプ

モータ予備品

燃料取替用水
補給配管

代替炉心
注入配管

軽油タンク増設

※４

※４代替格納容器
スプレイ配管

窒素ボンベ

アニュラス排気ダンパ用

自主対応設備

将来設置予定

泡消火薬剤

泡消火薬剤

自動起動信号


